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物
価
変
動
等
の
経
済
情
勢
の
変
化
を
踏
ま
え
た
法
人
税
の
軽
減
税
率
及
び
相
続
税
の
非
課
税
限
度
額
の
見
直
し

に
関
す
る
質
問
主
意
書 

 

現
在
、
一
部
の
大
企
業
に
お
い
て
賃
上
げ
の
動
き
が
見
ら
れ
る
一
方
で
、
我
が
国
の
雇
用
の
七
割
を
支
え
る
中
小
企
業
の
経

営
環
境
は
、
原
材
料
価
格
の
高
騰
等
に
よ
り
極
め
て
厳
し
く
、
十
分
な
賃
上
げ
が
進
ん
で
い
な
い
現
状
が
あ
る
。
政
府
は
賃
上

げ
の
波
及
を
目
指
し
て
い
る
が
、
中
小
企
業
が
こ
の
苦
境
を
脱
し
、
持
続
的
な
賃
上
げ
を
実
現
す
る
た
め
に
は
、
実
態
に
即
し

た
更
な
る
手
当
が
不
可
欠
で
あ
る
。
特
に
、
長
期
間
に
わ
た
り
据
え
置
か
れ
て
い
る
税
制
上
の
基
準
額
に
つ
い
て
は
、
近
年
の

急
激
な
物
価
上
昇
に
よ
り
実
質
的
な
負
担
増
と
な
っ
て
お
り
、
中
小
企
業
の
成
長
や
国
民
生
活
の
安
定
を
阻
害
す
る
要
因
と
な

っ
て
い
る
と
考
え
る
。
よ
っ
て
、
現
在
の
経
済
実
態
に
合
わ
せ
、
法
人
税
お
よ
び
相
続
税
に
お
け
る
課
税
ベ
ー
ス
等
の
見
直
し

を
行
う
べ
き
と
の
観
点
か
ら
、
以
下
質
問
す
る
。 

一 

法
人
税
に
係
る
中
小
法
人
の
軽
減
税
率
に
つ
い
て 

 

１ 

平
成
二
十
四
年
時
点
と
の
物
価
水
準
の
乖
離
に
つ
い
て 

 
 
 

中
小
企
業
者
等
の
法
人
税
率
の
特
例
（
租
税
特
別
措
置
法
第
四
十
二
条
の
三
の
二
）
に
基
づ
く
中
小
法
人
の
軽
減
税
率

（
本
則
）
が
十
九
％
に
引
き
下
げ
ら
れ
た
の
は
平
成
二
十
四
年
度
税
制
改
正
で
あ
る
。
当
時
の
判
断
と
し
て
、
適
用
対
象



 

２ 

 

と
な
る
所
得
金
額
の
上
限
は
「
年
八
百
万
円
」
に
据
え
置
か
れ
た
。
し
か
し
、
平
成
二
十
四
年
と
現
在
（
令
和
七
年
）
を

比
較
す
る
と
、
消
費
者
物
価
指
数
（
Ｃ
Ｐ
Ｉ
）
や
企
業
物
価
指
数
は
大
き
く
上
昇
し
て
い
る
。
軽
減
税
率
の
適
用
ラ
イ
ン

が
「
年
八
百
万
円
以
下
」
で
固
定
さ
れ
た
ま
ま
物
価
が
上
昇
し
て
い
る
と
い
う
こ
と
は
、
軽
減
税
率
の
政
策
効
果
が
減
少

し
て
い
る
と
い
う
こ
と
で
あ
る
か
ら
、
見
直
し
を
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。 

 

２ 

賃
金
・
コ
ス
ト
上
昇
に
伴
う
「
名
目
利
益
」
の
増
加
へ
の
対
応
に
つ
い
て 

 
 
 

平
成
二
十
四
年
度
の
全
国
加
重
平
均
の
最
低
賃
金
は
七
百
四
十
九
円
で
あ
っ
た
が
、
令
和
七
年
度
に
は
千
百
二
十
一
円

を
超
え
、
約
一
・
四
倍
以
上
に
上
昇
し
て
い
る
。
企
業
は
原
材
料
費
や
人
件
費
の
高
騰
分
を
価
格
転
嫁
す
る
こ
と
で
売
上

規
模
（
名
目
額
）
を
大
き
く
せ
ざ
る
を
得
ず
、
そ
れ
に
伴
い
「
名
目
上
の
所
得
」
も
増
加
傾
向
に
あ
る
。
実
質
的
な
利
益

は
増
え
て
い
な
い
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
名
目
上
の
所
得
が
増
加
す
る
こ
と
に
よ
っ
て
、
高
い
税
率
が
課
さ
れ
る
ケ
ー
ス
が

増
え
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。 

 

３ 

軽
減
税
率
の
適
用
所
得
金
額
の
上
限
の
見
直
し
に
つ
い
て 

 
 
 

平
成
二
十
四
年
に
決
定
さ
れ
た
「
税
率
十
九
％
（
特
例
十
五
％
）
・
適
用
上
限
八
百
万
円
」
と
い
う
パ
ッ
ケ
ー
ジ
が
当

時
の
経
済
状
況
に
お
い
て
適
正
で
あ
っ
た
と
す
る
な
ら
ば
、
そ
の
後
の
物
価
上
昇
分
を
反
映
さ
せ
、
上
限
額
を
引
き
上
げ



 

３ 

 

な
け
れ
ば
、
当
時
の
政
策
意
図
を
維
持
で
き
て
い
る
と
は
言
え
な
い
。
近
年
の
急
激
な
物
価
変
動
を
踏
ま
え
、
軽
減
税
率

の
適
用
所
得
金
額
の
上
限
を
、
現
在
の
経
済
状
況
に
合
わ
せ
て
引
き
上
げ
る
べ
き
で
は
な
い
か
。 

二 

相
続
税
に
係
る
死
亡
保
険
金
等
非
課
税
限
度
額
に
つ
い
て 

 

１ 

「
五
百
万
円
」
と
い
う
非
課
税
限
度
額
は
昭
和
六
十
三
年
に
定
め
ら
れ
て
以
降
、
約
四
十
年
近
く
据
え
置
か
れ
て
い

る
。
こ
の
間
に
消
費
税
の
税
率
引
上
げ
や
物
価
上
昇
が
進
ん
で
い
る
た
め
、
額
面
が
同
じ
で
も
実
質
的
な
非
課
税
枠
の
価

値
は
目
減
り
し
て
い
る
。
見
直
し
を
検
討
す
べ
き
で
は
な
い
か
。 

 

２ 

こ
の
非
課
税
限
度
額
は
、
残
さ
れ
た
遺
族
の
当
面
の
生
活
資
金
を
確
保
す
る
た
め
の
社
会
政
策
的
な
配
慮
に
よ
り
設
け

ら
れ
て
い
る
。
近
年
の
物
価
変
動
や
賃
金
水
準
（
最
低
賃
金
は
昭
和
六
十
三
年
比
で
約
二
・
四
倍
）
の
上
昇
を
鑑
み
れ

ば
、
約
四
十
年
前
の
非
課
税
限
度
額
の
ま
ま
で
は
、
本
来
の
趣
旨
が
果
た
せ
な
く
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。 

 

右
質
問
す
る
。 


